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第 1 章 総則 

 

（規約の適用） 

第１条 楽天モバイル株式会社（以下、「当社」といいます。）は、この利用規約（以下「本

規約」といいます。）を定め、これによりＦＴＴＨサービスを提供します。 

 

 （規約の変更） 

第２条 当社は、本規約(第４条で定める楽天ブロードバンド auひかり料金表を含みます、

以下本規約について同じとします。)を契約者の承諾を得ること無く変更することがあ

ります。この場合、当社サービスの提供条件は変更後の規約によります。 

 

（用語の定義） 

第３条 本規約において、次の用語はそれぞれ次の意味で使用します｡ 

用語 用語の意味 

1 電気通信設備 電気通信を行うための機械、器具、線路その他の電気的設

備 

2 電気通信サービス 電気通信設備を使用して契約者の通信を媒介すること、そ

の他電気通信設備を契約者の通信の使用に供すること 

3 ＦＴＴＨ網 主として、データ通信の用に供することを目的としてイン

ターネットプロトコルにより符号、音響又は映像の伝送交

換を行うために特定事業者が設置する電気通信回線設備

（送信の場所と受信の場所との間を接続する伝送路設備

及びこれと一体として設置される交換設備並びにこれら

の附属設備をいいます。以下同じとします。） 

4 ＦＴＴＨサービス 特定事業者のＦＴＴＨ網を利用して行う電気通信サービ

ス 

5 ＦＴＴＨサービス取扱

所 

ＦＴＴＨサービスに関する業務を行う当社の事業所（電話

及びオンラインサインアップによる方法（当社が別に指定

するオンラインショップ等を含みます。）） 

6 ＦＴＴＨ接続回線 1) ＦＴＴＨ網とインターネット契約の申込者が指定する

場所との間に当社が設置する電気通信回線 

2) ＦＴＴＨ網とインターネット用契約の申込者が指定す

る場所との間に特定協定事業者が設置する当社が別に

定める電気通信回線 

7  取扱所交換設備 電気通信回線を収容するためにＦＴＴＨサービス取扱所

に設置される交換設備 
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8 インターネット契約 インターネットサービスの提供を受けるための契約 

9  インターネット契約

者 

当社とインターネット契約を締結している者 

10 契約者 当社と契約を締結している者で、当社のホームページでは

会員という場合があります 

11 特定事業者 ＫＤＤＩ株式会社及び沖縄セルラー電話株式会社 

12 特定協定事業者 特定事業者と相互接続協定を締結している電気通信事業

者 

13 端末設備 電気通信回線設備の一端に接続される電気通信設備であ

って、１の部分の設置の場所が他の部分の設置の場所と同

一の構内（これに準ずる区域内を含みます。）又は同一の建

物内であるもの 

14 自営端末設備 契約者が設置する端末設備 

15 自営電気通信設備 契約者が設置する電気通信設備であって、端末設備以外の

もの 

16 消費税相当額 消費税法（昭和 63 年法律第 108 号) 及び同法に関する法

令の規定に基づき課税される消費税の額並びに地方税法

（昭和 25 年法律第 226 号）及び同法に関する法令の規定

に基づき課税される地方消費税の額 

 

 

第２章 ＦＴＴＨサービスの種類等 

 

（ＦＴＴＨサービスの種類） 

第４条 ＦＴＴＨサービスには次の種類があります。 

種類 内容 

インターネットサービス ＦＴＴＨサービスを利用して行うインターネットサー

ビス 

２ 当社は、インターネットサービスの料金プラン等を楽天ブロードバンド au ひかり

料金表（http://broadband.rakuten.co.jp/support/policy.html以下、「料金表」と

いいます。）に定めます。 

 

 （ＦＴＴＨサービスの提供区間等） 

第５条 当社のＦＴＴＨサービスは、別記１に定める提供区間において提供します。 

２ 当社は、当社が指定するＦＴＴＨサービス取扱所において、ＦＴＴＨサービスのサービ

ス提供地域を閲覧に供します。 
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（ＦＴＴＨ接続回線の終端） 

第６条 当社は、インターネット契約者が指定した場所と同一の構内（これに準ずる区域内

を含みます。）又は同一の建物内の利用契約者が指定した建物又は工作物において、当社

又は特定協定事業者の線路から原則として最短距離の地点をＦＴＴＨ接続回線の終端と

します。 

２ 前項の地点は、そのＦＴＴＨ接続回線の終端の設置場所と同一の構内（これに準ずる区

域内を含みます。）又は同一の建物内に居住する利用契約者との協議により当社が定め

ます。 

 

（ＦＴＴＨ接続回線の利用の一時中断） 

第７条 当社は、インターネット契約者から請求があったときは、ＦＴＴＨ接続回線の利用

の一時中断（そのＦＴＴＨ接続回線を他に転用することなく一時的に利用できないよう

にすることをいいます。以下同じとします。）を行います。 

 

（ＦＴＴＨ接続回線の収容） 

第８条 ＦＴＴＨ接続回線（当社が設置するものに限ります。以下この条において同じとし

ます。）は、そのＦＴＴＨ接続回線の終端のある場所に基づき当社が指定するＦＴＴＨサ

ービス取扱所に収容します。 

２ 当社は、技術上又は業務の遂行上やむを得ない理由があるときは、ＦＴＴＨ接続回線を

収容するＦＴＴＨサービス取扱所を変更することがあります。 

 

（ＦＴＴＨサービスの技術資料の閲覧） 

第９条 当社は、当社が指定するＦＴＴＨサービス取扱所において、ＦＴＴＨサービスを利

用するうえで参考となる別記 14に定める事項を記載した技術資料を閲覧に供します。 

  

 

第３章 インターネット契約 

   

（インターネットサービスの品目） 

第 10条 インターネットサービスの品目は、料金表に定めます。 

    

 （契約の単位） 

第 11条 当社は、１のユーザコードごとに１のインターネット契約を締結します。この場

合において、インターネット契約者は、１のインターネット契約につき１人に限ります。 

    

（インターネット契約申込の方法） 
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第 12条 インターネット契約の申込みをするときは、そのことを当社の指定する方法によ

り契約事務を行うＦＴＴＨサービス取扱所に通知していただきます。 

    

（インターネット契約申込の承諾） 

第 13条 当社は、インターネット契約の申込みがあったときは、受け付けた順序に従って

承諾します。 

２ 当社は、第１項の規定にかかわらず、次の場合には、そのインターネット契約の申込み

を承諾しないことがあります。 

1) 申込みのあったインターネットサービスを提供するために必要な電気通信設備を設

置し、又は保守することが技術上著しく困難なとき。 

2) インターネット契約の申込みをした者がＦＴＴＨサービスに係る料金又は工事に関

する費用の支払いを現に怠り、又は怠るおそれがあるとき。 

3) インターネット契約の申込みをした者がその申込みに係るＦＴＴＨ接続回線の終端

の設置場所と同一の構内 （これに準ずる区域内を含みます。）又は同一の建物内に居

住していないとき。 

4) インターネット契約の申込みをした者が、第 20条（ＦＴＴＨサービスの利用停止）

の規定によりＦＴＴＨサービスの利用停止をされている、 当社が提供する電気通信

サービス契約において料金等の滞納があった場合、又は契約の解除を受けたことがあ

るとき。 

5) インターネット契約の申込みをした者がその申込みにあたり提出した契約申込書に

虚偽の内容又は不備があるとき。 

6) そのＦＴＴＨ接続回線と特定協定事業者のＦＴＴＨ網との相互接続に関し、そのＦ

ＴＴＨ接続回線に係る特定協定事業者の承諾が得られないとき、その他その申込内容

が特定事業者と特定協定事業者との相互接続協定に基づく条件に適合しないとき。 

7) ＦＴＴＨ接続回線の終端のある構内（これに準ずる区域内を含みます。）又は建物内

において、ＦＴＴＨ接続回線又は端末設備その他の電気通信設備を設置するために必

要な場所の提供が受けられないとき。 

8) 第 38条（契約者の義務）の規定に違反するおそれがあるとき。 

9) 申込みのあったインターネットサービスに係るＦＴＴＨ接続回線の終端の設置場所

が集合住宅（当社が別に定める基準に該当するものを除きます。）であるとき。 

10) インターネット契約の申込みをした者が、第 45条（反社会的勢力の排除）第 1項に

定める者であるとき 

11）その他ＦＴＴＨサービスに関する当社の業務の遂行上著しい支障があるとき。 

    

（インターネット契約に基づく権利の譲渡禁止） 

第 14条 インターネット契約者がインターネット契約に基づいてインターネットサービス
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の提供を受ける権利は、譲渡することができません。 

    

（インターネット契約者が行う契約の解除） 

第 15条 インターネット契約者は、インターネット契約を解除しようとするときは、あら

かじめ、そのことを当社の指定する方法により契約事務を行うＦＴＴＨサービス取扱所

に通知していただきます。 

    

（破産等によるインターネット契約の解除） 

第 16条 当社は、インターネット契約者について、破産法、民事再生法又は会社更生法の

適用の申立てその他これらに類する事由が生じたことを知ったときは、 直ちにそのイ

ンターネット契約を解除します。 

    

（当社が行うインターネット契約の解除） 

第 17条 当社は、第 21条（ＦＴＴＨサービスの利用停止）の規定によりインターネットサ

ービスの利用停止をされたインターネット契約者がなおその事実を解消しない場合は、

そのインターネット契約を解除することがあります。 

２ 当社は、インターネット契約者が第 21条第１項各号の規定のいずれかに該当する場合

に、その事実が当社の業務の遂行に特に著しい支障を及ぼすと認められるときは、 前項

の規定にかかわらず、 インターネットサービスの利用停止をしないでそのインターネ

ット契約を解除することがあります。 

３ 当社は、ＦＴＴＨ接続回線の終端のある構内（これに準ずる区域内を含みます。）又は

建物内において、ＦＴＴＨ接続回線又は端末設備その他の電気通信設備を設置するため

に必要な場所の提供が受けられなくなった場合には、 そのインターネット契約を解除

することがあります。 

４ 当社は、当社並びにインターネット契約者の責めによらない理由により、ＦＴＴＨ接続

回線の撤去を行わなければならない場合であって、回線収容替え（そのＦＴＴＨ接続回

線に係る伝送路設備を当社が指定する他の伝送路設備に変更することをいいます。） を

行うことができないときには、そのインターネット契約を解除することがあります。 

５ 当社は、前４項の規定により、そのインターネット契約を解除しようとするときは、 あ

らかじめ、そのことをインターネット契約者に通知します。 

       

（その他の提供条件） 

第 18 条 インターネット契約に係るその他の提供条件については、別記２及び別記３に

定めるところによります。 
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第４章  付加サービス等 

 

（付加サービス等の提供） 

第 19条 当社は、契約者から請求があったときは、付加サービス等を提供します。 

２ 付加サービス等は料金表または、当社のホームページの記載に定める通りとします。 

３ 当社は、付加サービス等の契約の申込、承諾及び提供条件等について、インターネッ

トサービスの各条項に準拠して取り扱うものとします。ただし、個別のサービス等にお

いて、別段の定めがある場合は、その定めるところによります。 

 

 

 第５章 利用の中止等 

    

（ＦＴＴＨサービスの利用中止） 

第 20条 当社は、次の場合には、ＦＴＴＨサービスの利用を中止することがあります。 

 1) 当社の電気通信設備の保守上又は工事上やむを得ないとき。 

3) 第 23条（通信利用の制限等）の規定により、通信利用を中止するとき。 

 4) ユーザＩＤ又はパスワードの漏洩が想定される事態を発見したとき。 

 5) 相互接続協定に基づき、相互接続点の所在場所を変更するとき。 

２ 当社は、前項の規定によりＦＴＴＨサービスの利用を中止するときは、あらかじめ、そ

のことを契約者にお知らせします。ただし、 緊急やむを得ない場合は、この限りであり

ません。 

３ 本サービスの利用を開始した契約者が第 45 条に該当する反社会的勢力であることを

当社が認知した場合は、第 21条（ＦＴＴＨサービスの利用停止）の手続きを経ずに、本

サービスの利用を中止し、本契約を解除します。この場合、第 17条（当社が行うインタ

ーネット契約の解除）第 5項に定める通知は、利用中止後に送付するものとします。 

    

（ＦＴＴＨサービスの利用停止） 

第 21条 当社は、契約者が次のいずれかに該当する場合は、６ヶ月以内で当社が定める期

間そのＦＴＴＨサービスの利用を停止することがあります。 

1) 料金その他の債務について、支払期日を経過してもなお支払わないとき。 

（注）・債務については、そのＦＴＴＨサービスに係る料金その他の債務（本規約の規定

により、支払いを要することとなったＦＴＴＨサービスに係る料金、工事に関

する費用又は割増金等の料金以外の債務で、当社の規約等の規定により支払い

を要することとなった電気通信サービス等に係る料金。 

・電気通信サービス等に係る料金については、当社がＦＴＴＨサービスに係る料金

と料金月単位で一括して請求するもの。 
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・当社が定める期間については、その料金その他の債務が支払われるまでの間とし

ます。 

2) 第 38条（契約者の義務）の規定に違反したとき。 

3) 当社の承諾を得ずに、ＦＴＴＨ接続回線に、自営端末設備、自営電気通信設備、当社

以外の電気通信事業者が設置する電気通信回線又は当社の提供する電気通信サービス

に係る電気通信回線を接続したとき。 

4) ＦＴＴＨ接続回線に接続されている自営端末設備若しくは自営電気通信設備に異常

がある場合その他電気通信サービスの円滑な提供に支障がある場合に当社が行う検査

を受けることを拒んだとき、又はその検査の結果、端末設備等規則（昭和 60年郵政省

令第 31 号）に適合していると認められない自営端末設備若しくは自営電気通信設備

をＦＴＴＨ接続回線から取り外さなかったとき。 

5) 前各号のほか、本規約及び料金表の規定に反する行為であって、ＦＴＴＨサービスに

関する当社の業務の遂行若しくは当社の電気通信設備に著しい支障を及ぼし、又は及

ぼすおそれのある行為をしたとき。 

２ 当社は、前項の規定によりＦＴＴＨサービスの利用停止をするときは、あらかじめ、そ

の理由、利用停止をする日及び期間を契約者に通知します。 

 ただし、第１項第２号又は第２項の規定によりＦＴＴＨサービスの利用停止をする場合

は、この限りでありません。 

３ 本条に基づくＦＴＴＨサービスの提供の停止があっても、ＦＴＴＨサービスの料金（基

本使用料、契約事務手数料、工事費及びその他ＦＴＴＨサービスの利用に係る料金等）

を免除するものではありません。 

   

（ＦＴＴＨサービスの接続休止） 

第 22条 当社は、特定事業者が特定協定事業者と締結している相互接続協定に基づく相互

接続の一時停止若しくは相互接続協定の解除又は特定協定事業者における電気通信事業

の休止により、 契約者がＦＴＴＨサービスを全く利用することができなくなったとき

は、ＦＴＴＨサービスの接続休止（ＦＴＴＨサービスを利用して行う通信を休止するこ

とをいいます。以下同じとします。） を行います。 

 ただし、そのＦＴＴＨサービスについて、契約者から解除の通知があったときは、この

限りでありません。 

２ 当社は、前項の規定によりＦＴＴＨサービスの接続休止をするときは、あらかじめ、そ

のことを契約者にお知らせします。 

３ 第１項に規定する接続休止の期間は、その接続休止をした日から起算して１年間とし、

その接続休止の期間を経過した日において、そのＦＴＴＨサービスに係る契約は解除さ

れたものとして取り扱います。この場合には、当社はそのことを契約者にお知らせしま

す。 
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  （通信利用の制限等） 

第 23条 当社は、天災、事変その他の非常事態が発生し、又は発生するおそれがある場合

において、必要と認めたときは、災害の予防若しくは救援、交通、通信若しくは電力の

供給の確保又は秩序の維持のために必要な事項を内容とする通信及び公共の利益のため

緊急を要する事項を内容とする通信を優先的に取り扱うため、 次に掲げる機関に設置

されているＦＴＴＨ接続回線であって、 当社がそれらの機関との協議により定めたも

の以外のものによる通信の利用を中止する措置を執ることがあります。 

機関名 

気象機関 

水防機関 

消防機関 

災害救助機関 

秩序の維持に直接関係がある機関 

防衛に直接関係がある機関 

海上の保安に直接関係がある機関 

輸送の確保に直接関係がある機関 

通信役務の提供に直接関係がある機関 

電力の供給に直接関係がある機関 

水道の供給に直接関係がある機関 

ガスの供給に直接関係がある機関 

選挙管理機関 

別記 13 に定める基準に該当する新聞社、放送事業者及び通信社の機関、預貯金

業務を行う金融機関 

その他重要通信を取り扱う国又は地方公共団体の機関 

２ 通信が著しくふくそうしたとき、又はその通信が発信者によりあらかじめ設定された

数を超える交換設備を経由することとなるときは、通信が相手先に着信しないことがあ

ります。 

３ 当社は、契約者がＦＴＴＨ接続回線を使用して、当社の電気通信設備において取り扱う

通信の総量に比し過大と認められる通信を発生させる等、当社の電気通信設備の容量を

逼迫させた、若しくは逼迫させるおそれを生じさせた、又は他の利用者に対する当社の

ＦＴＴＨサービスの提供に支障を及ぼした、若しくは及ぼすおそれを生じさせたと当社

が認めた場合に、そのＦＴＴＨ接続回線に係る通信の帯域を制限することがあります。 

４ 当社は、一般社団法人インターネットコンテンツセーフティ協会が児童ポルノの流通 

を防止するために作成した児童ポルノアドレスリスト（同協会が定める児童ポルノアド

レスリスト提供規約に基づき当社が提供を受けたインターネット上の接続先情報をいい
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ます｡)において指定された接続先との通信を制限することがあります。 

 

第６章 料金等 

 

（料金等及び工事等に関する費用） 

第 24条 ＦＴＴＨサービスの品目及び料金等（初期費用（回線工事費び登録料）、月額料

金、事務手数料）、付加サービス等及びその他ＦＴＴＨサービスの利用に係る費用等は、

料金表に定めます。 

 

 (定額料の支払義務)   

第 25 条 契約者は、その利用契約に基づいて当社がＦＴＴＨサービスの提供を開始した

日から起算して契約の解除があった日の前日までの料金表に定める期間について定額料

の支払いを要します。 

２ 前項の期間において、利用停止等によりＦＴＴＨサービスを利用することができない

状態が生じたときの定額利用料の支払いは、次によります。 

1) 利用停止があったときは、基本契約者又は利用契約者は、その期間中の定額利用料の

支払いを要します。 

2) 利用の一時中断を行ったときは、利用契約者は、その期間中の定額利用料の支払いを

要します。 

3) 前２号の規定によるほか、契約者は、次の場合を除いて、ＦＴＴＨサービスを利用で

きなかった期間中の定額利用料の支払いを要します。 

区別 支払いを要しない料金 

１．契約者の責めによらない理由によ

り、ＦＴＴＨサービスを全く利用で

きない状態（ＦＴＴＨサービスに係

る電気通信設備による全ての通信に

著しい支障が生じ、全く利用できな

い状態と同程度の状態となる場合を

含みます。以下この表において同じ

とします。）が生じた場合に、そのこ

とを当社が知った時刻から起算して

24 時間以上その状態が連続したと

き。 

そのことを当社が知った時刻以後の利用

できなかった時間（24 時間の倍数である

部分に限ります。）について、24 時間ごと

に日数を計算し、その日数に対応する定額

利用料 

２ 当社の故意又は重大な過失により、

そのＦＴＴＨサービスを全く利用で

きない状態が生じたとき。 

そのことを当社が知った時刻以後の利用

できなかった時間について、その時間に対

応する定額利用料 
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３ 相互接続点の所在場所の変更に伴

って、ＦＴＴＨサービスを利用でき

なくなった期間が生じたとき（契約

者の都合により、ＦＴＴＨサービス

を利用しなかった場合であって、Ｆ

ＴＴＨサービスに係る電気通信設備

等を保留したときを除きます。） 

利用できなくなった日から起算し、再び利

用できる状態とした日の前日までの日数

に対応する定額利用料 

４ ＦＴＴＨサービスの接続休止をし

たとき。 

接続休止をした日から起算し、再び利用で

きる状態とした日の前日までの日数に対

応する定額利用料 

    

（手続きに関する料金及び工事費の支払義務） 

第 26 条 契約者は、 ＦＴＴＨサービスに係る契約の手続き若しくは工事を要する申込み

又は請求をし、その承諾を受けたときは、手続きに関する料金（以下、「登録料」といい

ます。）又は工事費(以下、「回線工事費」といいます。)の支払いを要します。この場合

において、支払いを要する登録料又は回線工事費の額は、登録料又は回線工事費の額に

消費税相当額を加算した額とします。ただし、工事の着手前にそのＦＴＴＨサービスに

係る契約の解除又はその回線工事の請求の取消し（以下この条において「解除等」とい

います。）があったときは、この限りでありません。この場合において、既にその手続き

に関する登録料又は回線工事費が支払われているときは、当社はその登録料又は回線工

事費を返還します。 

２ 契約者は、回線工事の着手後完了前に解除等があったときは、前項の規定にかかわらず、

解除等があったときまでに着手した回線工事の部分について、その回線工事に要した費

用を負担していただきます。この場合において、負担を要する費用の額はその費用の額

に消費税相当額を加算した額とします。 

 

（料金の計算方法等） 

第 27条 料金の計算方法並びに料金及び工事に関する費用の支払方法は、料金表に定める

ところによります。 

 

（割増金） 

第 28条 契約者は、料金又は工事に関する費用の支払いを不法に免れた場合は、その免れ

た額のほか、その免れた額（消費税相当額を加算しない額とします。）の２倍に相当する

額に消費税相当額を加算した額を割増金として、当社が指定する期日までに支払ってい

ただきます。 
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（延滞利息） 

第 29条 契約者は、料金その他の債務（延滞利息を除きます。）について支払期日を経過し

てもなお支払いがない場合には、 支払期日の翌日から支払いの日の前日までの日数に

ついて年 14.5％の割合 （年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても、365 日

当たりの割合とします。）で計算して得た額を延滞利息として、当社が指定する期日まで

に支払っていただきます。ただし、支払期日の翌日から起算して 10 日以内に支払いが

あった場合は、この限りでありません。 

 

 （特定事業者に係る債権の譲受等） 

第 30 条 特定事業者と電気通信サービスに係る契約を締結している契約者は、 その約款

等に定めるところにより当社に譲り渡すこととされた特定事業者の債権を譲り受け、当

社が請求することを承認していただきます。この場合、当社及び協定事業者は、利用契

約者への個別の通知又は譲渡承認の請求を省略するものとします。 

２ 前項の場合において、当社は譲り受けた債権を当社が提供するＦＴＴＨサービスの料

金とみなして取り扱います。 

 

 （債権譲渡） 

第 31条 当社は、契約者に一定の期間、利用料金の不払い等の事情がある場合、契約者に

対して有する利用料金その他の債権を、法務省の認可を得た債権管理回収業者に譲渡す

ることができるものとします。また契約者は、この債権譲渡を承諾するものとします。 

 

第７章 保守 

    

（契約者の維持責任） 

第 32条 契約者は、そのＦＴＴＨ接続回線に接続されている自営端末設備又は自営電気通

信設備を端末設備等規則（昭和 60年郵政省令第 31号）に適合するよう維持していただ

きます。 

２ 当社が、ＦＴＴＨサービスの申込者が指定する場所にローゼットを設置する場合にお

いて、回線終端装置とローゼットの間の電気通信回線については、契約者に設置してい

ただきます。 

    

（契約者の切分責任） 

第 33条 契約者は、自営端末設備又は自営電気通信設備（当社が基本契約又は利用契約の

申込者が指定する場所にローゼットを設置する場合においては、 回線終端装置とロー

ゼットの間の電気通信回線を含みます。） がＦＴＴＨ接続回線に接続されている場合で

あって、ＦＴＴＨサービスを利用することができなくなったときは、 その自営端末設備
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又は自営電気通信設備に故障のないことを確認のうえ、当社に修理の請求をしていただ

きます。 

２ 前項の確認に際して、基本契約者又は利用契約者から要請があったときは、当社は、Ｆ

ＴＴＨサービス取扱所において試験を行い、その結果を契約者にお知らせします。 

３ 当社は、契約者の請求により当社の係員を派遣した結果、故障の原因が自営端末設備又

は自営電気通信設備にあったときは、 基本契約者又は利用契約者にその派遣に要した

費用を負担していただきます。この場合において、負担を要する費用の額は、派遣に要

した費用の額に消費税相当額を加算した額とします。 

（注）当社と保守契約を締結している自営端末設備又は自営電気通信設備については、

本条の規定は適用がないものとします。 

    

   （修理又は復旧の順位） 

第 34条 当社は、当社の設置した電気通信設備が故障し、又は滅失した場合にその全部を

修理し、又は復旧することができないときは、第 23条 （通信利用の制限等） の規定に

より優先的に取り扱われる通信を確保するため、 次の順位に従ってその電気通信設備

を修理し、又は復旧します。この場合において、第１順位及び第２順位の電気通信設備

は、 同条の規定により当社がそれらの機関との協議により定めたものに限ります。 

 順位 修理又は復旧する電気通信設備 

１ 気象機関に設置されるもの 

水防機関に設置されるもの 

消防機関に設置されるもの 

災害救助機関に設置されるもの 

秩序の維持に直接関係がある機関に設置されるもの 

防衛に直接関係がある機関に設置されるもの 

海上の保安に直接関係がある機関に設置されるもの 

輸送の確保に直接関係がある機関に設置されるもの 

通信の確保に直接関係がある機関に設置されるもの 

電力の供給に直接関係がある機関に設置されるもの 

２ 水道の供給に直接関係がある機関に設置されるもの 

ガスの供給に直接関係がある機関に設置されるもの 

選挙管理機関に設置されるもの 

別記 13に定める基準に該当する新聞社、放送事業者又は通信社の機

関に設置されるもの 

預貯金業務を行う金融機関に設置されるもの 

 その他重要通信を取り扱う国又は地方公共団体の機関に設置される

もの（第１順位となるものを除きます。） 
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３ 第１順位及び第２順位に該当しないもの 

 

第８章 損害賠償 

    

（責任の制限） 

第 35条 当社は、ＦＴＴＨサービスを提供すべき場合において、当社の責めに帰すべき理

由（当社が当社の提供区間と特定協定事業者が提供区間とを合わせて料金を設定してい

る場合は、その特定協定事業者の責めに帰すべき理由を含みます。） によりその提供を

行わなかったときは、そのＦＴＴＨサービスが全く利用できない状態 （インターネット

契約に係る電気通信設備による全ての通信に著しい支障が生じ、 全く利用できない状

態と同程度の状態となる場合を含みます。以下この条において同じとします。）にあるこ

とを当社が知った時刻から起算して、24 時間以上その状態が連続したときに限り、契約

者の損害を賠償します。 

 ただし、 協定事業者が当該協定事業者の約款等に定めるところにより損害を賠償する

場合は、この限りでありません。 

２ 第１項の場合において、当社はＦＴＴＨサービスが全く利用できない状態にあること

を当社が知った時刻以後、その状態が連続した時間 （24 時間の倍数である部分に限り

ます。） について、24 時間ごとに日数を計算し、その日数に対応する当該ＦＴＴＨサー

ビスに係る次の料金の合計額を発生した損害とみなし、その額に限って賠償します。 

  1) 料金表に定める定額利用料 

３ 前２項の規定にかかわらず、当社はＦＴＴＨサービスを提供しなかったことの原因が、

本邦のケーブル陸揚局より外国側又は固定衛星地球局より衛星側の電気通信回線設備

における障害であるときは、 ＦＴＴＨサービスを提供しなかったことにより生じた

損害を賠償しません。 

４ 当社は、ＦＴＴＨサービスを提供すべき場合において、当社の故意又は重大な過失によ

りその提供をしなかったときは、 前３項の規定は適用しません。 

 

（免責） 

第 36条 当社は、ＦＴＴＨサービスに係る設備その他の電気通信設備の設置、撤去、修理

又は復旧の工事にあたって、利用契約者に関する土地、建物その他の工作物等に損害を

与えた場合に、それがやむを得ない理由によるものであるときは、その損害を賠償しま

せん。 

２ 当社は、本規約等の変更により、自営端末設備又は自営電気通信設備の改造又は変更を

要することとなる場合であっても、その改造又は変更に要する費用については負担しま

せん。 
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第９章 雑則 

   

（承諾の限界） 

第 37条 当社は、契約者から工事その他の請求があった場合に、その請求を承諾すること

が技術的に困難なとき、 又は保守することが著しく困難である等当社の業務の遂行上

支障があるときは、その請求を承諾しないことがあります。 この場合は、その理由をそ

の請求をした契約者にお知らせします。 

 ただし、 本規約及び料金表において特段の規定がある場合には、その規定によります。 

    

（契約者の義務） 

第 38条  契約者は、次のことを守っていただきます。 

1) 当社がＦＴＴＨサービスに係る契約に基づき設置した電気通信設備を移動し、取り

はずし、変更し、分解し、若しくは損壊し、又はその設備に線条その他の導体を連絡

しないこと。ただし、天災、事変その他の非常事態に際して保護する必要があるとき、

又は自営端末設備若しくは自営電気通信設備の接続若しくは保守のため必要があると

きは、この限りでありません。 

 2) 当社が業務の遂行上支障がないと認めた場合を除いて、当社が利用契約に基づき設

置した電気通信設備に他の機械、付加物品等を取り付けないこと。 

 3) 当社が本サービスの契約に基づき設置した電気通信設備を善良な管理者の注意をも

って保管すること。 

 4) 同一のユーザＩＤにより同時に２以上の通信を行わないこと。 

 5) ユーザＩＤ又はパスワードについて、善良な管理者の注意をもって管理することと

し、これらの不正使用が想定される事態を発見したときは、そのことをすみやかに契

約事務を行うＦＴＴＨサービス取扱所に届け出ること。 

 6) 違法に、又は公序良俗に反する態様で、ＦＴＴＨサービスを利用しないこと。 

２ 当社は、契約者の行為が別記４に定める禁止行為のいずれかに該当すると判断した場

合は、前項第６号の義務に違反したものとみなします。 

３ 利用契約者は、前２項の規定に違反してその電気通信設備を忘失し、又は毀損したとき

は、当社が指定する期日までに、その補充、修繕その他の工事等に必要な費用を支払っ

ていただきます。 

    

 （特定事業者からの通知） 

第 39条 契約者は、当社が、料金又は工事に関する費用の適用にあたり必要があるときは、

特定事業者から料金又は工事に関する費用を適用するために必要な契約者の情報の通知

を受けることについて、承諾していただきます。 
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（契約者情報の取扱い） 

第 40 条 当社は契約者情報を別途オンライン上に掲示する「個人情報保護方針

（http://broadband.rakuten.co.jp/privacy.html）」に基づき、適切に取り扱うものとしま

す。 

２ 当社は契約者情報を、前項で定めた利用目的の範囲内で取り扱います。 

３ 当社は、前項の利用目的の実施に必要な範囲内で契約者情報の取扱いを委託先に委託

することができるものとします。 

４ 当社は前項の場合を除き、契約者情報の提供先とその利用目的を通知し承諾を得るこ

と（オンライン画面上、書面上にそれらを明示し、契約者が提供の拒否を選択できる機

会を設けることを含む）を行わない限り、第三者に個人情報を開示、提供しないものと

します。 

ただし、以下の場合、当社判断により各号に必要な範囲内で個人情報を開示・提供する

ことがあり、契約者はこれを了承するものとします。 

(1) 刑事訴訟法第 218 条その他、同法の定めに基づく強制処分が行なわれた場合 

(2) 特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律

（プロバイダー責任制限法）の第 4 条（発信者情報の開示請求等）に基づく開示請

求の要件を満たす請求があった場合 

(3) 生命、身体又は財産の保護のために必要があると当社が判断した場合 

５ 前項にかかわらず、契約者の電気通信サービスの利用に係わる債権・債務の特定、支

払い及び回収に必要と認めた場合には、当該業務に必要な範囲内でクレジットカード会

社等の金融機関、債権管理回収業者又は提携先等に個人情報を開示、提供することがあ

ります。 

 

（法令に関する規定） 

第 41条 ＦＴＴＨサービスの提供又は利用にあたり、法令に定めがある事項については、

その定めるところによります。 

（注） 法令に定めがある事項については、別記 6から 9までに定めるところによります。 

 

（管轄裁判所） 

第 42 条 本規約およびこれに関連する取引により生ずる権利義務に関する訴訟は、東京

地方裁判所を専属的合意管轄裁判所とします。 

   

（閲覧） 

第 43条 本規約及び料金表において、別に定めることとしている事項については、当社は、

閲覧に供します。 
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（会社名等の取扱い） 

第 44条 当社は、契約者の名称等（広く一般に公表されている情報に限ります。）および当

社との契約の有無を、当社および楽天株式会社ならびに、その会社法で定める子会社、

会社計算規則に定める関連会社（総称して以下、「当社等」といいます。）と以下の目的

のために情報を共有し、取扱うものとします。 

（１）当該契約と密接する当社等の提供するサービスの情報およびキャンペーン、イベン

ト等の情報発信または販売促進活動のため 

（２）当社等のサービスに関するアンケート等を行い、その内容を調査することにより当

社等のサービスの品質向上や新規サービスの開発等を行うため 

（３）当社等のサービスに関する分析を行い、そのデータを活用するため 

 

（反社会的勢力の排除） 

第 45条 契約者は、現在、暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋、

社会運動等標榜ゴロまたは特殊知能暴力集団等、その他これに準ずる者(以下、「反社会

的勢力」という)のいずれでもなく、また、反社会的勢力が経営に実質的に関与している

法人等に属する者ではないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約

するものとします。 

２ 当社は、契約者が次の各号のいずれかに該当する場合、何らの催告をすることなく契

約を解除することができ、契約者に生じたいかなる損害の賠償も行わないものとします。 

（１）反社会的勢力に該当すると認められるとき 

（２）経営に反社会的勢力が実質的に関与していると認められるとき 

（３）反社会的勢力を利用していると認められるとき 

（４）反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしてい

ると認められるとき 

（５）役員もしくは経営に実質的に関与している者が反社会的勢力と社会的に非難される

べき関係を有しているとき 

（６）自らまたは第三者を利用して、暴力的な要求行為、法的な責任を超えた不当な要求

行為、脅迫的な言動、暴力および風説の流布・偽計・威力を用いた信用棄損・業務妨害

その他これらに準ずる行為に及んだとき 

 

別記 

１ ＦＴＴＨサービスの提供区間 

 当社のＦＴＴＨサービスは、下表の区間において提供します。 

区分 提供区間 

インターネットサービス 1) ＦＴＴＨ接続回線（特定事業者が設置するものに限り
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ます。以下この表において同じとします。）の終端相互

間（１の端末回線の終端に終始する場合を含みます。） 

2) 相互接続点（特定事業者と特定協定事業者との接続点

をいいます。以下同じとします）相互間（１の相互接続

点に終始する場合を含みます。) 

3) ＦＴＴＨ接続回線、相互接続点とＮＳＰＩＸＰ（ＷＩ

ＤＥプロジェクトによる商用インターネットの相互接

続に関する研究のために設置された電気通信設備をい

います。 以下同じとします。）との接続点又は特定事

業者と外国の電気通信事業者との間に設置される電気

通信回線の中間点（以下「分界点」といいます。）との

間 

4) ＦＴＴＨ接続回線と相互接続点との間 

5) 相互接続点とアクセスポイントとの間 

 

２ 契約者の地位の承継 

 1) 相続又は法人の合併若しくは分割により契約者の地位の承継があったときは、 相続

人又は合併後存続する法人、合併若しくは分割により設立された法人若しくは分割に

より営業を承継する法人は、当社所定の書面にこれを証明する書類を添えて、すみや

かに契約事務を行うＦＴＴＨサービス取扱所に届け出ていただきます。 

  2) 1)の場合において、地位を承継した者が２人以上あるときは、そのうちの１人を当

社に対する代表者と定め、これを届け出ていただきます。 これを変更したときも同様

とします。 

  3) 当社は、2)の規定による代表者の届出があるまでの間、その地位を承継した者のう 

ち１人を代表者として取り扱います。 

  

３ 契約者の氏名等の変更 

 1) 契約者は、その氏名、名称、住所若しくは居所又は請求書の送付先等に変更があった

ときは、すみやかに契約事務を行うＦＴＴＨサービス取扱所に届け出ていただきます。

ただし、その変更があったにも係わらずＦＴＴＨサービス取扱所に届出がないときは、

第 17条（当社が行うインターネット契約の解除）及び第 21条（ＦＴＴＨサービスの

利用停止）その他本規約又は料金表に規定する通知については、当社が届出を受けて

いる氏名、名称、住所若しくは居所又は請求書の送付先への郵送等の通知をもって、

その通知を行ったものとみなします。 

 2) 当社は、1)の届出があった時は、その届出のあった事実を証明する書類を提示してい

ただくことがあります。 
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４ 契約者の禁止行為 

  契約者は、ＦＴＴＨサービスの利用にあたり、以下の行為を行わないものとします。 

 1) 当社若しくは他人の電気通信設備等の利用若しくは運営に支障を与える行為又はそ

のおそれのある行為 

 2) 他人に無断で広告、宣伝若しくは勧誘の文書等を送信又は記載する行為 

 3) 他人が嫌悪感を抱く、又はそのおそれのある文書等を送信、記載若しくは掲載する

行為 

 4) 他人になりすまして各種サービスを利用する行為 

 5) 他人の知的財産権（特許権、実用新案、著作権、意匠権、商標権等）その他の権利を

侵害する行為又はそのおそれのある行為 

 6) 他人の財産、プライバシー若しくは肖像権を侵害する行為又はそのおそれのある行

為 

 7) 他人を差別し、誹謗中傷し、又はその名誉若しくは信用を毀損する行為 

 8) 猥褻、児童虐待若しくは児童ポルノ等児童及び青少年に悪影響を及ぼす画像、音声、

文字又は文書等を送信、 記載又は掲載する行為 

 9) 無限連鎖講（ネズミ講）若しくは連鎖販売取引（マルチ商法）等を開設し、又はこれ

を勧誘する行為 

 10) ＦＴＴＨサービスにより利用しうる情報を改ざんし、又は消去する行為 

 11) 有害なコンピュータープログラム等を送信し、又は掲載する行為 

 12) 売春、暴力、残虐等公序良俗に違反し、又は他人に不利益を与える行為 

 13) 他人を欺き錯誤等に陥れ、他人のＩＤ、パスワード又はその他の情報等を取得する

行為又は取得する恐れのある行為 

 14) その他法令に違反する行為 

 15) 1)から 14)までの規定のいずれかに該当するコンテンツへのアクセスを助長する行

為 

  

５ 契約者からのＦＴＴＨ接続回線の設置場所の提供等 

 1) ＦＴＴＨ接続回線の終端のある構内（これに準ずる区域内を含みます。）又は建物内

において、当社がＦＴＴＨ接続回線を設置するために必要な場所は、そのインターネ

ット利用契約者から提供していただきます。 

 2) 当社がＦＴＴＨサービスに係る契約に基づいて設置する端末設備その他の電気通信

設備に必要な電気は、契約者から提供していただくことがあります。 

 3) 契約者は、ＦＴＴＨ接続回線の終端のある構内（これに準ずる区域内を含みます。）

又は建物内において、当社の電気通信設備を設置するために管路等の特別な設備を使

用することを希望するときは、 自己の負担によりその特別な設備を設置していただ



21 

 

きます。 

 

６ 自営端末設備の接続 

 1) 契約者は、その契約者に係るＦＴＴＨ接続回線の終端において、又はその終端に接続

されている電気通信設備を介して、そのＦＴＴＨ接続回線に自営端末設備を接続する

ときは、その接続の請求をしていただきます。この場合において、端末機器の技術基

準適合認定等に関する規則（平成 16年総務省令第 15号。以下「技術基準適合認定規

則」 といいます。）様式第７号の表示が付されている端末機器 （技術基準適合認定規

則第３条で定める種類の端末設備の機器をいいます。）、技術基準等に適合することに

ついて事業法第 68条第１項に規定する登録認定機関又は事業法第 72条の３第２項に

規定する承認認定機関の認定を受けた端末設備の機器以外の自営端末設備を接続する

ときは、その自営端末設備の名称その他その請求の内容を特定するための事項につい

て記載した当社所定の書面によりその接続の請求をしていただきます。 

 2) 当社は、1)の請求があったときは、次の場合を除いてその請求を承諾します。 

  ア その接続が技術基準等に適合しないとき。 

  イ その接続が電気通信事業法施行規則（昭和 60年郵政省令第 25号。以下「事業法施

行規則」といいます。）第 31条で定める場合に該当するとき。 

 3) 当社は、2)の請求の承諾にあたっては、 次の場合を除いてその接続が技術基準等に

適合するかどうかの検査を行います。 

  ア 技術基準適合認定規則様式第７号又は第 14号の表示が付されている端末機器を接

続するとき。 

  イ 事業法施行規則第 32条第１項で定める場合に該当するとき。 

 4) 3)の検査を行う場合、当社の係員は、所定の証明書を提示します。 

 5) 契約者は、工事担任者規則（昭和 60年郵政省令第 28号）第４条で定める種類の工事

担任者資格証の交付を受けている者（以下「工事担任者」といいます。）に自営端末

設備の接続に係る工事を行わせ、又は実地に監督させなければなりません。ただし、

同規則第３条で定める場合は、この限りでありません。 

 6) 契約者がその自営端末設備を変更したときについても、1)から 5)までの規定に準じ

て取り扱います。 

 7) 契約者は、その契約者に係るＦＴＴＨ接続回線に接続されている自営端末設備を取

りはずしたときは、そのことを当社に通知していただきます。 

 

７ 自営端末設備に異常がある場合等の検査 

 1) 当社は、ＦＴＴＨ接続回線に接続されている自営端末設備に異常がある場合その他

電気通信サービスの円滑な提供に支障がある場合において必要があるときは、 基本

契約者又は利用契約者に、その自営端末設備の接続が技術基準等に適合するかどうか
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の検査を受けることを求めることがあります。この場合において、契約者は、正当な

理由がある場合その他事業法施行規則第 32 条第２項で定める場合を除いて、検査を

受けることを承諾していただきます。 

2) 1)の検査を行う場合、当社の係員は、所定の証明書を提示します。 

3) 1)の検査を行った結果、自営端末設備が技術基準等に適合していると認められない

ときは、契約者は、その自営端末設備をＦＴＴＨ接続回線から取りはずしていただき

ます。 

 

８ 自営電気通信設備の接続 

 1) 契約者は、その契約者に係るＦＴＴＨ接続回線の終端において、又はその終端に接続

されている電気通信設備を介して、そのＦＴＴＨ接続回線に自営電気通信設備を接続

するときは、その接続の請求をしていただきます。 

 2) 当社は、1)の請求があったときは、次の場合を除いて、その請求を承諾します。 

  ア その接続が技術基準等に適合しないとき。 

  イ その接続により当社の電気通信回線設備の保持が経営上困難となることについて、 

事業法第 70条第１項第２号の規定による総務大臣の認定を受けたとき。 

 3) 当社は、2)の請求の承諾にあたっては、事業法施行規則第 32条第１項で定める場合

に該当するときを除いて、 その接続が技術基準等に適合するかどうかの検査を行

います。 

 4) 3)の検査を行う場合、当社の係員は、所定の証明書を提示します。 

 5) 契約者は、工事担任者に自営電気通信設備の接続に係る工事を行わせ、又は実地に監

督させなければなりません。ただし、工事担任者規則第３条で定める場合はこの限

りでありません。 

 6) 契約者がその自営電気通信設備を変更したときについても、1)から 5)までの規定に

準じて取り扱います。 

 7) 契約者は、そのインターネット契約に係るＦＴＴＨ接続回線に接続されている自営

電気通信設備を取りはずしたときは、そのことを当社に通知していただきます。 

 

９ 自営電気通信設備に異常がある場合等の検査 

 ＦＴＴＨ接続回線に接続されている自営電気通信設備に異常がある場合その他電気通信

サービスの円滑な提供に支障がある場合の検査については、７（自営端末設備に異常が

ある場合等の検査） の規定に準じて取り扱います。 

 

10 当社の維持責任 

 当社は、 当社の設置した電気通信設備を事業用電気通信設備規則 （昭和 60年郵政省令

第 30号）に適合するよう維持します。 
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11 特定事業者の電気通信サービスに関する手続きの代行 

 当社は、利用契約の申込みをする者又は利用契約者から要請があったときは、ＦＴＴＨ

サービスと一体的に利用する特定事業者の電気通信サービスの利用に係る特定協定事業

者に対する申込み、請求、届出その他当社が別に定める事項について、手続きの代行を

行います。 

 

12 端末設備の提供 

 1) 当社は、 契約者から請求があったときは、 当社が別に定めるところにより、端末設

備（料金表に定めるＶＤＳＬ装置等若しくは装置等及びホームゲートウェイ機器をい

います。以下同じとします。）を提供します。 

 2) インターネット契約者は、前項の請求をし、その端末設備の提供を受けたときは、当

社が料金表で定めるところにより、端末設備に係る料金及び工事に関する費用を支払

っていただきます。 

 

13 新聞社等の基準 

区分 基準 

１ 新聞社 次の基準のすべてを備えた日刊新聞紙を発行する新聞社 

1) 政治、経済、文化その他公共的な事項を報道し、又は論議する

ことを目的として、あまねく発売されること。 

2)   1) 発行部数が、１の題号について 8,000部以上であること。 

２ 放送事業者 電波法（昭和 25年法律第 131号）の規定により放送局の免許を受

けた者 

３ 通信社 新聞社又は放送事業者にニュース（１欄の基準のすべてを備えた

日刊新   聞紙に掲載し、 又は放送事業者が放送をするためのニュ

ース又は情報  （広告を除きます。）をいいます。）を供給すること

を主な目的とする  通信社 

 

14 ＦＴＴＨサービスに係る技術資料の項目 

自営端末設備又は自営電気通信設備に係る接続条件 

1) 物理的条件 

2) 電気的条件 

3) 論理的条件 

 

附 則 

（実施時期）  
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本規約は 2013 年 3 月 4 日から実施します。 

 

附 則 

（実施期日） 

１ 本改正規定は 2014年４月１日から実施します。 

（経過措置） 

２ 本改正規定実施日より前から継続して提供しているものであって、2014 年４月 30 

日までの間に料金月の末日が到来する電気通信サービスの料金については、なお従前

のとおりとします。 

３ 本改正規定実施前にその事由が生じた電気通信サービスに関する損害賠償の取扱い

については、なお従前のとおりとします。 

４ 本改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料

金その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附 則 

（実施期日） 

１ 本改正規定は 2018年 1月 1日から実施します。 

（経過措置） 

２ この改正規定実施の前に、本規約に定めるサービスの締結をした者については、第

44条（会社名等の取扱い）については、適用しないものとします。 

 

附 則 

（実施期日） 

１ 本改正規定は 2018年 12月 1日から実施します。 

 

附 則 

（実施期日） 

１ 本改正規定は、2019年 7月 1日から実施します。 

（経過措置） 

２ 本改正規定実施の日より、本規約は、楽天コミュニケーションズ株式会社から事業

承継を受けた楽天モバイル株式会社が提供するものとします。 

 

附 則 

（実施時期）  

１ 本改正規定は 2022年 11月 28日から実施します。 
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